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いしかわ森林環境基金評価委員会 設置要綱

（設置目的）
第１条 いしかわ森林環境基金条例（石川県条例第４１号）第１条に定め
る「いしかわ森林環境基金」（以下「基金」という。）を財源とした事業
の成果を検証・評価するとともに、事業の継続や見直しの必要性について検
討するため、「いしかわ森林環境基金評価委員会」（以下「委員会」という。）
を設置し、もって、同事業の透明性の確保と県民の理解増進にも資する。

（検討事項）
第２条 委員会は、次の事項について検討する。
（１）事業実績及び事業成果等の検証・評価に関すること
（２）事業の継続や見直しの必要性に関すること
（３）その他事業の推進に関すること

（組織）
第３条 委員会の委員は、市町長及び学識経験者、経済、社会教育、県民・消
費、農林水産関係団体の有識者からなるものとし、別紙のとおりとする。
２ 委員会に委員長を置くものとし、委員の互選により選出する。
３ 委員長は、会務を総理し、委員を代表する。

（任期）
第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の
残任期間とする。
２ 委員の再任は、妨げない。

（会議）
第５条 委員会は、委員長が招集し、会議の議長は委員長があたる。
２ 委員長に事故があるときは、委員長が指名する委員がこれを代行する。
３ 委員長は、必要に応じ、委員以外の者に出席を求め、意見を聴くことが
できる。

４ 委員会の会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。
５ 委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数の時は、
委員長の決するところとする。

（議事内容の公表）
第６条 委員会は、原則として公開により実施し、議事内容は、議事要旨によ
り公表する。

（庶務）
第７条 委員会の庶務は、石川県農林水産部森林管理課において行うものとす
る。

（その他）
第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に必要な事項は委員会で
定めるものとする。

附則
この要綱は、平成２０年６月９日から施行する。
一部改正 平成２４年４月２日
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資料－１ 
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いしかわ森林環境基金評価委員会意見 

 

 

１ 意  見 

    令和元年度の「いしかわ森林環境基金事業」の主な取組と実績については、

おおむね適切であり、引き続き、放置竹林の除去や県産材の利用促進による

森林の公益的機能の確保、緩衝帯の整備による安全・安心の確保及び県民の

理解と参加による森づくりの推進に努められたい。 

 

 

２ 付帯意見 

今後、いしかわ森林環境基金事業の執行等に際し、以下の点について、適切

に対応されるよう申し添える。 

 

（１）放置竹林の除去については、国の補助事業も活用して、当初計画数量の

着実な実施に努めること。 

 

（２）県産材利用促進事業については、引き続き、県民の県産材利用の機運醸

成に向けた普及啓発に努めること。 
 

（３）ソフト事業については、内容の検証・整理を行い、今後とも、多くの県民

の理解と参加による森づくりを推進するための普及啓発に努めること。 
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いしかわ森林環境基金事業の令和元年度の取組実績 

 

Ⅰ 森林整備事業 
  県民共有の財産である森林を健全な姿で次の世代に引き継いでいくため、森林の

公益的機能の維持・増進を図る施策を実施。 

 

 ■令和元年度の事業費内訳 

項目 事業内容 事業費 

 

国庫補助金 基金 

環境林整備事

業 

・放置竹林の除去 

・緩衝帯の整備 289,587 43,743 245,844

 
（１）手入れ不足人工林の強度間伐の整備計画と実績 

林業採算性の悪化や山村の過疎化等により、整備がされず公益的機能が低下し

た人工林 （手入れ不足人工林）の機能を回復するため、これまでいしかわ森林環

境基金を活用して、通常の２倍程度の比率にあたる 40％以上の本数を一度に間引

きする間伐（強度間伐）を実施してきた。 

令和元年度からは、国において森林経営管理法が施行されたことに伴い、森林

環境譲与税を活用し、市町が主体となって実施する体制に移行した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：ha  

単位：千円 
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■林業試験場によるモニタリング結果 

強度間伐を実施した人工林の 40 カ所において調査固定枠（10ｍ×10ｍ）を設置し、

天然更新による高木性広葉樹の生育状況を調査したところ、スギ林、アテ・ヒノキ林

それぞれにおいて、強度間伐の実施後 12 年間で、樹高が伸長し、針広混交林化が進ん

でいる傾向が認められた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、それぞれの標高域に応じ、多くの高木性広葉樹が生育している。間伐後には

カラスザンショウやアカメガシワなど先駆性の樹種が優占していたのに対し、現在は

ヤマザクラやホオノキなど周辺広葉樹林を構成する種の優占が進みつつある。 
               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■森林環境譲与税を活用した強度間伐（R1 実施 穴水町宇留地（うるち）地内）

間伐前 間伐後 

カラスザンショウ 

ネムノキ アカメガシワ 

間伐直後に多く見られた広葉樹 12 年後に多く見られた広葉樹 

ウワミズザクラ コシアブラ シロダモ 

手入れ不足人工林の強度間伐（本数間伐率 40％以上）跡地：40 カ所で継続調査（H20～） 
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■放置竹林の除去の実施状況 

（２）放置竹林の除去の整備計画と実績 

竹林はタケノコや竹材加工品の資材等の生産のため、県内各地で整備・管理さ

れてきたが、近年、安価な輸入タケノコや竹材の代替品の増加に伴い、管理され

なくなった竹林（放置竹林）が増加し、周辺の森林に侵入・繁茂しており、森林

の公益的機能の低下をもたらすことが懸念されている。 

このため、これらの放置竹林を伐採するとともに、伐採後２年間は再生竹の刈

払や植栽を行うことで、健全な広葉樹林へ誘導した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※R1 実績は見込 

単位：ha 

実施前 実施後 

かほく市上山田（かみやまだ）
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＜再生竹の刈払の実施状況＞ 

 

 

 

 

実施前 実施後 

実施前 実施後 

実施前 実施後 

羽咋市本江（ほんごう）

小松市滝ケ原（たきがはら）

かほく市気屋（きや）
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■林業試験場によるモニタリング結果 

第２期（H24～28）に侵入竹の除去を実施した人工林の 20 カ所において調査固定枠

（10ｍ×10ｍ）を設置し、天然更新による高木性広葉樹の生育状況を調査したところ、

実施後７年間で針広混交林化が進んでいる傾向が認められた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

強度間伐実施地と同様、侵入竹除去地においても、それぞれの標高域に応じて多く

の高木性広葉樹が生育しており、整備直後にはカラスザンショウやアカメガシワなど

先駆性の樹種が優占していたのに対し、現在はヤマザクラやホオノキなど周辺広葉樹

林を構成する種の優占が進みつつある。 

また、比較的低い標高域にある侵入竹除去地ではシロダモやウラジロガシなども生

育している。 

  

侵入竹の除去後に多く見られた広葉樹 

カラスザンショウ ネムノキ ヤマザクラ 

ホオノキ シロダモ ウラジロガシ 

侵入竹の除去（親竹伐採と２年間の再生竹刈払い）跡地：20 カ所で継続調査（H24～） 
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県内 20 カ所の放置竹林除去地で再生竹の繁茂と植生の回復状況の調査を実施した

ところ、再生竹は密度・直径ともに減少する傾向が観察されたとともに、高木性広葉

樹の稚樹が本数、種数ともに増加する傾向が認められた 

  

放
置
竹
林
の
除
去 

H29 

再
生
竹
の
刈
払 

R1 

能登町猪平（いのひら） 津幡町浅田（あさだ） 

放置竹林の除去跡地：20 カ所で継続調査（H29～） 
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放置竹林除去地に更新した広葉樹の種類は、強度間伐実施地や侵入竹除去地と

同様に多くの広葉樹が更新し、構成する種も類似している。 

整備した翌年の平成 30 年には、ほとんどの整備地でカラスザンショウやアカメ

ガシワなど先駆性樹種が優占していたが、２年目になり、ヤマザクラやホオノキ

などの広葉樹も見られるようになった。 

 

（３）緩衝帯の整備計画と実績 

近年、集落周辺の里山林が、生活様式の変化等により利用されなくなった

ことで過密化し、クマやイノシシ等の隠れ場所になるなど、野生獣の生息域

と集落との緩衝域としての機能が低下し、私たちの安心・安全な生活環境へ

の大きな脅威となっている。 

このため、藪の刈払いなどで森林の見通しを良くし、野生獣の生息域と集

落との境界を形成する取り組み（緩衝帯整備）を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緩衝帯整備の概念 

津幡町浅田における立竹の密度・根元直径の経年変化 

（10m×10m の同一方形区内で、親竹・再生竹いずれも伐採前・刈払前に調査） 
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■緩衝帯整備の実施状況（能登町上長尾（かみながお）） 

 

 

■林業試験場によるモニタリング結果 

１．痕跡調査 

県内５地区において、集落と緩衝帯整備を行った森林との間に、約１km の調査ル

ートを設置し、イノシシの痕跡（ケモノ道、足跡、掘り返し、食害痕、落石など）

の数を整備前（H29）から整備後２年間（H30～R1）にわたり調査した。その結果、

整備１年後は整備前と比較してすべての地区で痕跡数が著しく減少した。整備２年

後には４地区でやや回復する傾向が認められたが、県内でのイノシシの推定生息数

が増加傾向にある状況を鑑みると、整備の効果は２年後も継続したと考えられる。 

 

 

項目 
第 3 期 

H29 H30 R1 R2 R3 計 

緩衝帯の

整備 

計画 60 60 60 60 60 300

実績 64 57 61
  

182

イノシシの痕跡数 

単位：ha 

※H29 は 12 地区、H30 は 10 地区、R1 は 10 地区で実施 

緩衝帯整備事業の計画と実績 

痕跡調査ルートの例 整備前後の痕跡数の比較 

実施後 実施前 
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 ２．カメラ調査 

緩衝帯整備の効果を明らかにするために、２地区（津幡町浅田、加賀市直下

（そそり））にそれぞれ３台の自動撮影カメラを通年設置し、イノシシの出没状

況を調査した。 

これらの地区では整備前と比較して整備１年後にはイノシシの撮影頻度が著

しく低下した。整備２年後には回復する傾向にあったが、おおむね整備前を下

回っており、緩衝帯整備の効果は２年後も継続したと考えられる。 

２地区に設置したカメラのイノシシ撮影頻度 
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３．聞き取り調査 

令和元年および平成 29 年に整備を行った箇所において、地区の代表者等に経

過の聞き取り調査を行った（金沢市田上（たがみ）地区：令和２年７月１日、能

登町五十里（いかり）地区：令和２年７月３日に実施）。 

令和元年に整備を行った金沢市田上地区では、緩衝帯整備前には毎日のよう

にクマの出没があり、当該箇所付近での朝晩の散歩を禁止するほか、近隣の小

学校の登下校の時間帯に大人たちの当番制による見守りを実施する等、クマへ

の警戒が非常に高まっている状況であった。 

整備後は見通しや景観が改善されたとともに、クマがまったく出没しなくな

り、住民からは喜びの声が聞かれている。この地区では緩衝帯整備後も金沢市

の補助事業を受けて下草の刈払い等を継続しているとともに、非整備箇所につ

いては有志による草刈りにも取り組んでいる。町会長は、緩衝帯整備を皮切り

に、今後も地区の諸問題に地域一丸となって取り組んでいく機運が高まったと

話している。 

平成 29 年に緩衝帯整備を行った能登町五十里地区では、整備後イノシシによ

る農業被害が大きく減ったとともに、イノシシの出没も抑えられている。五十

里地区では整備箇所の見回りを集落全体の当番制や専任制で行うことで、整備

箇所を住民ひとりひとりが把握できるよう促すとともに、併設された電気柵の

維持管理を見回りと同時に行っている。現在は能登町の指導を受け、イノシシ

の捕獲も進めており、地区内に５基の捕獲檻を設置し 14 頭の捕獲に成功するな

ど、獣害対策によりいっそう力を注いでいる。 

いずれの地区についても、森林整備による見通しの改善や景観の向上はもと

より、クマ・イノシシの出没や被害が減少していることが明らかとなった。ま

た、整備前から獣害に対して住民一丸となって策を講じていることや、整備後

も集落一体として維持管理や対策を続けていることで、緩衝帯の効果が持続さ

れていると考えられる。 

五十里地区（現在も集落一丸となって整備箇所の維持管理を行っている）

田上地区（図左が整備箇所であり、住宅地に近接している） 
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Ⅱ 県産材利用促進事業 

 
平成 30 年度の第３回「いしかわ森林環境基金評価委員会」において、県産材の

利用促進を図ることが、手入れ不足人工林の発生の未然防止となり、ひいては県

民共有の財産である森林を、健全な姿で未来の世代に継承していくとの最終報告

が行われた。 

この報告を踏まえ、令和元年度から、木材の最大の用途である建築分野での更

なる県産材利用促進対策として、県産材使用率を高めた住宅助成制度や、県産材

を使用した民間施設への支援制度の創設に加え、県産材利用の機運醸成に向けた

ＰＲなどに、いしかわ森林環境税を活用して行うこととした。 

 

（１）いしかわの森で作る住宅推進事業（事業費：37,360 千円） 

 

更なる県産材の需要拡大を図るため、「いしかわの木が見えるたてもの推進事

業」に設けられていた「木が見えること」の要件を廃止し、県産材使用量の要件を

引き上げ、助成額を増額するとともに、新たに、県産材利用率９０％以上の「まる

ごと県産材住宅」に５０万円の助成枠を設けるなど支援を拡充し、助成を実施し

た。 

その結果、２１５件の申請に助成を行い、それらの県産材の使用の総計は３，

１７５㎥となった。 

 

令和元年度いしかわの森で作る住宅推進事業助成実績 

区分 助成件数 県産材使用量 

５～７㎥※ ２７件 １６５㎥ 

７～２０㎥未満 １３２件 １，３４４㎥ 

２０㎥以上 ３０件 ７３２㎥ 

２５㎥以上かつ 

県産材使用率９０％以上 
２６件  ９３４㎥ 

計 ２１５件 ３，１７５㎥ 

※５～７㎥の助成枠はＲ１年度限りの時限措置 

 

 

 

（２）民間施設県産材需要創出モデル推進事業（事業費：30,911 千円） 

 

民間施設県産材需要創出モデル推進事業においては、木材利用が進んでいない民

間の非住宅建築物に対して、県産材利用のモデルとなる木のぬくもりを生かした

情操教育や、やすらぎ空間の創出や多くの方に木の良さを伝えるおもてなし空間

の創出に係る木造や内外装木質化に対して、材料費や工事費に対して支援した。 
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令和元年度民間施設県産材需要創出モデル推進事業助成実績 

シモアラホールディングス(株) 

建築・製材業 

 

小松市内に新設した営業所の１階部分に

木製遊具を設置し、市民の交流スペースと

し活用。RC 造と木造の混構造ではある

が、外観部に県産ヒノキ、木造部分に県産

材需要の拡大に貢献することが期待されて

いる県産スギ CLT を活用するなどチャレン

ジングな建築物。 

 

【県産材使用量７７㎥ 

（うち木質新部材１３㎥）】 

 

(株)メープルハウス 

菓子製造・レストラン運営業 

 

石川県の海の玄関口である金沢港クルー

ズターミナル内に開設するレストランの内

装に能登ヒバの木質新部材（不燃木材）を

活用。石川県らしさがよく表現されている。

 

【県産材使用量２８㎥ 

（うち木質新部材４㎥）】 

 

 

工房千樹 

漆器製造業 

加賀市に新設した山中漆器の工房兼ギャ

ラリー。スパンを確保するために、割高と

なる中大断面集成材を使用するのではな

く、トラス構造を採用し、必要な強度を確

保することで、住宅用の一般流通材である

県産スギ柱の活用を実現。非住宅建築物に

おける低コスト化のモデルとなる建築物。

 

【県産材使用量３３㎥】 

 

【小松市北浅井】 

【金沢市無量寺町】 

【加賀市山中温泉菅谷町】 
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（３）いしかわの木づかい運動推進事業（事業費：5,602 千円） 

 

県産材利用の機運醸成に向け、県産材の認知度向上に向けた取組や、各種情報

提供のほか、県産材の利用拡大における功績のあった者を表彰する総合的な顕彰

を実施した。 

 

【令和元年度いしかわの木づかい表彰受賞者】 

(1)県産材利用住宅部門 

  ①県産材の需要拡大に貢献した者 

   (株)玉家建設（７㎥以上９２戸） 

(株)シモアラ（７㎥以上５戸、２０㎥以上２１戸） 

(株)北陸リビング社（２０㎥以上５戸） 

   

②他の模範となる住宅 

   田上新町見晴らしの家【金沢市】県産材使用量：20.35 ㎥ 

（設計：谷重義行建築像景、施工：けやき住建＋ライフデザイン） 

   

・優れた意匠性とともに、外観、内装に県産スギをふんだんに使用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)県産材利用施設部門 

①金沢信用金庫大聖寺支店【加賀市】県産材使用量：175.00 ㎥ 

（設計：高屋設計環境デザイン、施工：小中出組） 

  

   ・国内で２例目（北陸では初）となるＣＬＴを活用した金融施設 
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②能登町柳田総合支所【能登町】県産材使用量：61.22 ㎥ 

（設計：五井建築研究所、施工：北能産業） 

 

・市町における公共建築物木造化のモデル（県内初の行政庁舎の木造化）となる取組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)県産材利用製品部門 

   県産スギを活用した子供用のイス【白山市】（製造者：町八家具） 

    

・県内で唯一、圧縮加工により強度を高めた県産スギを活用した家具を製造・販売 
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Ⅲ 普及啓発事業 
 

「森林や木材利用に対する理解の増進」と「県民参加の森づくりの推進」を 

２本柱として、他部局とも連携しつつ、施策を展開。 

 

■令和元年度 いしかわ森林環境基金 普及啓発事業一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 森林や木材利用に対する理解の増進 

（１）いしかわ森林環境基金評価委員会開催 

   事業の成果を検証・評価するとともに、事業の見直しの必要性について

検討するため、２回開催した。 

 

（２）いしかわの森づくり普及広報推進事業 

県民の理解を増進するための普及広報を実施した。 

  ・新聞に事業成果などを掲載 

・パンフレット等の作成・配布 

・農林漁業まつり、環境フェアなど各種イベントにおける PR の実施 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （単位：千円） 

新聞広告（７/2８(日)、9/2２(日)、3/2９(日)北國新聞及び北陸中日新聞掲載） 

区分 事業名 事業費

森林や木材利用に対する
理解の増進

　・いしかわ森林環境評価委員会開催
　・いしかわの森づくり普及広報推進事業
　・いしかわ森林環境功労者表彰
　・いしかわ森林環境実感ツアー
　・木に親しむまちづくり推進事業
　・森林への理解を育む木育推進事業

13,931

県民参加の森づくり推進

　・こども森の恵み推進事業
　・いしかわの森づくり推進月間事業
　・企業の森づくり推進事業
　・いしかわ身近な森保全事業
　・森づくりボランティア推進事業
　・里山子ども園推進事業
　・いしかわの森整備活動CO2吸収量認証事業
　・いしかわ版CO2削減活動支援事業
　・いしかわ景観キッズプログラムの開催

20,685

計 34,616
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農林漁業まつり（10/５(土)、６(日)）    

企業の森づくり活動事例集２０２０ 

いしかわの里山里海展（8/2４(土)、2５(日)）    

新聞広告やパンフレットの作成により、県民に対し森林の役割や森林環境

税の意義を周知するとともに、各種イベントにおいて森林や木材利用に対する

理解を深めるための取り組みを実施。 

 

取り組みの結果、普及啓発事業全体の参加人数が 16,982 人とこれまでで

最多になるなど、県民の森林・木材利用に対する理解の増進や県民参加の森

づくりの推進が図られた。 
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（３）いしかわ森林環境功労者の表彰 

   森林環境の保全に対する貢献が顕著であり、他の模範となる者を表彰した。  

  【主な功績】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）いしかわ森林環境実感ツアー 

   一般県民や親子、小学生を対象に、森林整備状況や木材産業の現場を見学す

るバスツアーを開催した。 

 

○森林環境実感ツアー（親子向け） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県民みどりの祭典にて表彰（津幡町） 

木工作体験（小松市） 放置竹林の除去現場の見学（小松市） 

区分 R1

表彰者数 4

功労者

・能美の里山ファン倶楽部
・津幡町立英田小学校
・大吞グリーンツーリズム推進協議会
・ケロン子ども森の学校委員会

※H29：59 人 

 H30：50 人 

開催日 参加人数

9/8（日） 26

内容（場所）

間伐現場の見学（小松市馬場町）
→炭窯の見学（大杉木竹炭倶楽部）→放置竹林の除去現
場の見学（小松市長谷町）
→木工作体験（もくもく工房）→尾小屋鉱山緑化状況見学
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○森林環境実感ツアー（一般向け） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

【一般向けツアー参加者・親子向けツアー参加者（大人）へのアンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

里山の放置竹林対策見学（能登町） 県木アテ植栽地（能登町） 

Ｑ：森林・林業や森林の意義につい

て理解できましたか？(n=36) 

Ｑ：本ツアーに参加して、森林環境税の活用方法に

ついて、どのように評価しますか？(n=36) 

参加者へのアンケートの結果、９割以上が森林・林業の意義について理解でき

たと回答し、９割以上が森林環境税の活用方法について納得したと回答。 

県民の森林・林業に対する理解が増進したと考えられ、森林環境税の活用方法

についても評価が得られた。 

※H28：52 人 H29：52 人 H30：49 人 

開催日 参加人数

9/8（日） 34

内容（場所）

里山の放置竹林対策見学（能登町明野）
→体験学習＆カラーストラップ作り（能登町真脇遺跡）
→県木アテの植栽地見学（能登町柳田）
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○森林環境実感ツアー（こども向け） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【子どもたちへのアンケート】 

     Ｑ：森林・林業について興味がわきましたか？   

(n=201) 

 

 

 

 

 

 

【先生へのアンケート】  

Ｑ：今後もこのような森林環境教育や体験学習に取り組んで行きたいですか？(n=11) 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

木材加工工場を見学（金沢市） 

間伐作業を見学（加賀市） 

先生へのアンケートの結果、全員が今後も森林環境

教育や体験学習に取り組んで行きたいと回答。 

森林や林業への理解増進に取り組む人材や環境づく

りが進んだと考えられる。 

開催日 参加学校 参加人数

10/3（木） 天神山小学校 70

10/18（金） 御園小学校 113

10/21（月） 松陽小学校 57

10/25（金） 英田小学校 37

10/25（金） 金津小学校 34

11/29（金） 錦城小学校 69
計 6校 380

子どもたちへのアンケートの結果、実感ツアーを通して、

９割以上が森林や林業について興味がわいたと回答。 

次代を担うこどもたちの森林・林業への理解が増進した

と考えられる。 

※H28：170 人（5 校） H29：278 人（9 校）

H30：747 名（10 校） 
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（５）木に親しむまちづくり推進事業 

県民共有の財産である森林の適切な整備・保全に資する木材利用への理解を

深めることを目的として、建築士等を対象に、新たな建築資材（CLT 等）や最

新の木造建築に関する工法、県産材活用例等を紹介する講習会を開催した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）森林への理解を育む木育推進事業 

   幼児から大人までが木に親しみ、木の良さを学ぶとともに、森林への理解を

育むことを目的として、保育士等を対象に、「木育」を学ぶセミナーの開催や

「木育」出前講座を実施した。 

 

 ○木育セミナーの開催 

 

 

 

 

 

参加者からは「新しい木の使い方を色々考えられてよかった」、「木造建築につい

てよく理解できた」など好評であり、木造建築を行う建築士等に対する効果的な取

組として評価が得られた。 

第 1 回 「県産材を知る」 製材工場見学状況 

（鳳至木材） 

第 4 回 「ヤマベの木構造の勘どころ」 講習会実施状況 

（金沢歌劇座） 

開催日 講習会題目 講習会内容 参加人数

8/8(水) 県産材の使い方
木材の伐採、搬出、木材市場、製材工場に至るまでの
流れを体感

25

9/28(土)
改正建築基準法による
中大規模木造の設計手法

改正建築基準法施行による防耐火設計の座学と焼杉
板づくりから学ぶ

40

10/26(土) 中大規模木造建築物の構造設計 大スパン架構の構造設計手法について 33

12/7(土) ヤマベの木構造の勘どころ 木構造の勘どころを学ぶ 67

1/24(金)、2/7(金)、
2/21(金)

ヤマベの木構造 木造建築物の構造設計に関する連続講義 133

合計 298全7回

※H30：227 名（全 5 回） 

実施回数
参加者

（保育士等）

4 80 ※H29：112 人（4 回） H30：192 人（4 回） 
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第１回木育セミナー 

（日々の保育計画の視点） 

第３回木育セミナー 

（フィールドワーク） 

【参加者へのアンケート】 

Q1：所属する施設で木育に取り組

んでいるか？(n=38) 

Q2：(Q1で取り組んでいないと回答した方に対し)

  新たに取り組みたい内容は何か？(n=28) 

参加者へのアンケートの結果、これまで木育に取り組んでいなかった施設においても

木製品の使用や森・木にふれあう取組を行いたいと回答。 

幼い子どもたちが森や木にふれあうことができる環境づくりや人材の育成が進んだと

考えられる。 
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 ○木育出前講座の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【保護者、先生へのアンケート】 

     Ｑ：子どもが木への親しみを持てたか？(n=139) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

若山保育所（木工作教室） 

保護者、先生へのアンケートの結果、

９割以上が「子どもが木への親しみが持

てた」と回答。 

子ども、保護者、先生の木材利用へ

の理解が増進したと考えられる。 

寺尾保育園（自然体験） 

※H30：352 人（9 施設） 

大人 子ども

保育園児・幼稚園児 8 242 220

小学生 2 － 39

計 10 501

対象 実施回数
参加人数
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２ 県民参加の森づくりの推進 

（１）こども森の恵み推進事業 

  子ども達を対象に森林環境教育や森林体験活動を行うＮＰＯ等 18 団体を支

援した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）いしかわの森づくり推進月間事業 

  毎年 10 月を「いしかわ森づくり推進月間」、「県産材利用推進月間」と定

め、県下５地区で県民木づかい推進・森づくり大会を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（しいたけ植菌体験・小松市） （森林環境教育・津幡町） 

巣箱設置（中能登町） 海岸林における植樹（白山市） 

奥能登地区から南加賀地区まで、広く県内の NPO 団体や保育所等の団体が行

う活動に支援。 

令和元年度は 7,265 人の子どもたちが森林体験活動等を経験し、次代を担うこど

もたちの森林・林業への理解が増進した。 

区分 R1

団体数 18

参加人数 7,265

※H30：6,112 人（18 団体） 

開催日 開催テーマ 大会内容 参加人数

10/20(日) 小舞子　海岸の森づくり 下刈り、除伐、ベンチ作り 38

10/27(日) 湖畔の森づくり 記念植樹、巣箱設置 55

10/27(日) 憩いの森「秋の祭典」 保育、木工作、苗木配布 112

10/27(日) 権現森　海岸の海づくり 植樹、下刈り 31

10/31(木) 能登の里山　広葉樹の森づくり 広葉樹植栽 53

合計 2895地区

※H28：694 人（5 地区） H29：413 人（5 地区） H30：1,482 人（6 地区） 

団体一覧は参考資料参照 
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（３）企業の森づくり推進事業 

  企業による森づくり活動を推進するため、企業に対する説明会や現地見学会

の開催、活動フィールドの仲介、技術指導等を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）いしかわ身近な森保全事業 

  地域住民と協働で集落周辺の放置された里山林等の整備・保全・活用を図る

2 市 1 団体の取組を支援した。 

 

 

 

 

植樹の様子 （津幡町・森林公園） 

平成 30 年度より、10 月を従来からの「森づくり推進月間」に加え、「県産材利用推進

月間」と定められたことから、県内 5 地区で森づくり活動及び木づかい活動を実施。 

新たに３企業の協定締結があり、令和元年度は 3,950 人が活動に参加した。 

企業の協定締結数は全国でも３番目に位置しており、参加者の森林と木材利用

に対する理解が増進するとともに、県民参加の森づくりの主体の育成が進んだ。 

区分 R1 H30

協定締結企業数（新規） 3 3

締結企業数 59 57

活動フィールド（地区） 64 63

森づくり活動参加人数 3,950 3,558

※H30：3.2ha（4 地区） 

※企業一覧は参考資料参照 

事業主体 事業内容
森林整備等
面積（ha）

小松市 地域住民と協働した森林整備活動（下草刈り、除間伐） 1.0

こまつ
日本花の会

地域住民と連携した森づくり活動（荒廃した里山林の整理伐） 6.7

地域住民・小学校と協働した森林整備活動（広葉樹の整理伐） 1.2

地域住民と協働した森林整備活動（広葉樹の整理伐） 0.5

地域住民・小学校と協働した森林整備活動（下草刈り） 0.5

合計 5地区 9.9

金沢市
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（５）森づくりボランティア推進事業 

   里山林等の森づくり活動を自主的に実施するＮＰＯ等 18 団体へ支援した。 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

  

刈払い、倒木折れ処理（こまつ日本花の会） 下草刈りの様子（金沢市） 

２市１団体が実施する里山林の整備等の活動に対し助成を行い、令和元年度は

317 人の地域住民や小学生が参加し、9.9ha の森林整備が行われるなど、県民参

加による森づくりが進んだ。 

（植樹体験・能美市） （下刈り・加賀市） 

県内の NPO や地域住民のボランティア団体等が自主的に行う里山林の保全や利活用

等の活動に対し助成を行い、令和元年度は 29.1ha の森林整備が行われ、県民参加によ

る森林整備が進んだ。 

区分 R1

団体数 18

参加者数 1,805

森林整備等
面積（ha） 29.1

※H30：28.8ha（18 団体 1,493 人） 

団体一覧は参考資料参照 
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（６）里山子ども園推進事業 

  県内の保育園・幼稚園を対象に、里山の自然体験プログラムを計 59 回実施し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【先生へのアンケート】 

      Ｑ：今後、園独自でこのような自然体験活

動 を 実 施 し た い と 思 い ま す か ？

(n=117) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）石川の森整備活動 CO2 吸収量認証事業 

  企業の森づくり活動を推進するため、森林整備活動に対する二酸化炭素の吸

収量証書を 19 企業（うち新規 2）に交付した。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

夕日寺健民自然園（金沢市） 

森林整備活動 CO2 吸収証書交付式  

令和元年度は計 59 回のプログラムを実

施し、1,403 名の子どもたちが自然体験プロ

グラムに参加した。 

先生へのアンケートでは、９割以上が今

後、園独自で自然体験活動を実施したいと

回答があり、幼少期からの自然とのふれあ

いが推進できたと考えられる。 

企業等が社会貢献活動として森林整備活動を

実施した際に、その活動の社会に対する貢献度を

二酸化炭素吸収量として認証。 

令和元年度は 19 団体を認証し、企業等が行う

森づくり活動を推進した。 

区分 R1

プログラム実施数 59

参加園児数等 1,403（52園）

実施場所

　夕日寺健民自然園（金沢市）
　石川県森林公園（津幡町）
　木場潟公園中央園地（小松市）
　白山ろくテーマパーク吉岡園地（白山市）
　橋立自然公園（加賀市）
　和田山・末寺山史跡公園（能美市）
　ちびっ子自然センター（羽咋市）
　七尾市希望の丘公園（七尾市）
　健康の森総合交流センター（輪島市）
　鳳来山公園（輪島市）
　能登島マリンパーク（七尾市）

※H30：1,447 人（53 園）、59 回 

区分 R1 H30

認証数 19 18

認定吸収量（t-CO₂） 50.6 45.3

※団体一覧は参考資料参照 
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（８）いしかわ版ＣＯ２削減活動支援事業 

企業等から協賛を募り、NPO やボランティア団体等の営利を目的としない団

体が行う森林保全活動を支援した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）いしかわ景観キッズプログラムの開催 

      小学生を対象に、里山の景観保全と森づくりの大切さを理解する体験学習を

３回実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロゴマーク 植栽地の下刈：七尾市 

植栽地の下刈：野々市市 

金沢市立馬場小学校 

（犀川緑地・金沢市） 

協賛企業からは、森林保全の応援ができる取り組みなの

で、理解が得やすいとの声もあり、多様な主体による県民参

加の森づくりが進んだと考えられる。 

日頃あまり意識することのない身近な地域について、町歩きや写真撮影を通して、風景や景観

に対する理解が深まった。 

日時 参加学校 参加人数

6/7(金) 金沢市立馬場小学校 19

6/24(月) 金沢市立馬場小学校 20

6/26(水) 金沢市立馬場小学校 39

計（延べ参加人数） 78

※H28:43 人（3 校） H29：64 人（2 校） H30：114 名（2 校） 

区分 R1

支援件数 10

支援団体

・（公社）石川の森づくり推進協会
・NPO法人世界の砂漠を緑で包む会
・「風土記の杜」づくりの会
・和倉地区地域づくり協議会
・能美の里山ファン倶楽部
・ＹＢＵ１３クラブ
・蓮の会
・かほく市立大海小学校
・野々市ロータリークラブ
・夕日寺自然体験実行委員会

※H30：14 団体 



1

石川県の森林・林業・木材産業について

第２回いしかわ森林基金評価委員会 資料ー２
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１ 森林の現状と課題



天然林
141千ha
６割

人工林
99千ha
４割

スギ 70,805ha

アテ 12,383ha ヒノキ
4,811ha

その他 11,413ha

人工林

39.5%

竹林

0.8%無立木地

3.5%

天然林

56.1%

国有林

12.1%民有林

87.9%

森林

68.3%

田

8.3%

畑

1.7%

その他

21.7%

3
出典：森林管理課「石川県森林・林業要覧」

○ 本県の約７割が森林であり、そのうちの約９割が民有林
○ 民有林における人工林は約99千haで、スギが7割、アテが１割、その他が２割となっており、林齢

は51～55年生をピークとした偏った構成
○ 森林の蓄積は人工林を中心に年間100万㎥程度増加しており、人工林の蓄積は25年で約２倍

■ 人工林の齢級別面積

■ 県内土地利用の現況

（１）森林資源 人工林

■ 森林の所有形態別構成

県総計
418,609ha

県総計
286,057ha

県総計
251,436ha

（ha）
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■ 民有林森林面積の構成 ■ 人工林の樹種別面積

■ 森林蓄積の推移
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○ 民有林における天然林は、約141千haであり、高齢級化が進行
○ 集落周辺の天然林が活用されずに荒廃し、野生獣との緩衝帯機能が低下
○ 管理されなくなった竹林が増加し、周辺の森林に侵入・繁茂

（１）森林資源 天然林、竹林
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（林齢）

■ 天然林の齢級別面積 ■放置竹林の拡大状況

項目 竹林面積（ha）

H２ 2,100

H24 3,900

約20年で
約 2倍程度に拡大

出典：いしかわ森林環境基金評価委員会
「いしかわ森林環境基金事業の取組成果と
今後の方向性 平成２８年１１月」

■ 荒廃が進んだ集落周辺の森林



保健文化関連

210億円
生活環境保全関連

160億円

水源かん養関連

6,800億円

山地災害防止関連

4,180億円

5

○ 本県の森林が有している公益的機能を貨幣換算すると、年間約1兆1,350億円であり、県民１人あ
たりでは年間約100万円の恩恵

○ 森林の水源かん養機能や地球温暖化防止の働きについて期待が高い
○ 森林・林業施策への要望は、適切な森林整備の推進のほか、担い手の育成等を求める声も多い

■ 森林の公益的機能の評価額■ 森林の公益的機能

（２）森林の公益的機能 森林の公益的機能の評価

※公益的機能のうち、貨幣換算可能なもののみを評価

■ 期待する森林の役割の推移 ■ 森林・林業施策への要望（ニーズ）

出典：森林管理課調べ



育成複層林
680万ha

天然生林
1,380万ha

育成単層林
1,030万ha

林地生産力が低く、急傾斜で、車道
からの距離が遠いなど社会的条件も
悪い人工林は、モザイク施業や広葉
樹導入等により針広混交の育成複層
林に誘導

防災・減災のため、
国土保全を推進

育成複層林
100万ha

天然生林
1,170万ha

育成単層林
660万ha

利用

適切な
間伐の実施

公益的機能を持続
的に発揮し、将来
の森林管理コスト
の低減にも寄与

多様で健全な
森林へ誘導

育成

伐採植栽

原生的な森林生態系や
稀少な生物が生育・生
息する森林等は、適切
に保全

林地生産力が高く、傾斜が緩やか
で、車道からの距離が近いなど社
会的条件も良い人工林は、確実に
更新して育成単層林を維持

出典：林野庁「森林・林業・木材産業の現状と課題」

林業の対象

（２）森林の公益的機能 望ましい森林の姿

6
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（２）森林の公益的機能 防災・減災のための国土の保全

間伐が遅れた⼈⼯林

■ 能登半島地震により崩れた森林（輪島市）

○ 県民の安全で安心な暮らしを守るため、治山事業や海岸防災林の造成等を実施

■ 治山施設により整備（輪島市））

■ 山腹崩壊の防止 ■ 雪崩防止柵の設置 ■ 海岸防災林の造成
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○ 自然的、社会的条件の悪い人工林においては、人手のかからない針広混交林に誘導し公益的機
能を発揮

（２）森林の公益的機能 自然的、社会的条件の悪い人工林の整備方針

■ 間伐の重要性

間伐が遅れた⼈⼯林 針広混交林

■ 強度間伐による針広混交林化

強度
間伐
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○ 森林の公益的機能を早期に回復させることを目的として、「いしかわ森林環境税」を 平成１９年度
から開始

○ 自然的社会的条件が悪く、手入れ不足となっている人工林については、いしかわ森林環境税を
活用し針広混交林化を推進

〇 第2期（H24～28）から侵入竹・荒廃竹林の除去
〇 第3期（H29～）から放置竹林の除去や野生獣の出没を抑制する緩衝帯整備等を実施

（２）森林の公益的機能 いしかわ森林環境税

課税方法 県民税均等割の超過課税（均等割額に一定額を上乗せして課税）

対 象 者
【個人】県内にお住まいの方等（対象：約６０万人）※一定以上所得のある方
【法人】県内に事務所、事業所を持っている法人等（対象：約３万社）

税 額
【個人】年額：500円
【法人】年額：1,000円～40,000円(県民税均等割の税率の5㌫相当額)

事業規模 年間：３億７千万円程度

■ いしかわ森林環境税の概要



経営管理を
再委託

経営管理を
再委託

林業経営に
適した森林

林業経営に
適さない森林

森林所有者 市町

経営管理を
委託

経営管理を
委託

森林バンク制度

申し出申し出

（森林所有者の責務）
適時の伐採・造林・保育

もう責務は
果たせないなぁ

意向を調査意向を調査

市町⾃ら経営管理

意欲・能⼒のある林業経営者

・育成単層林を循環利⽤

・強度間伐で針広混交林へ誘導

（２）森林の公益的機能 森林経営管理法（森林バンク制度）

国の森林環境譲与税で実施

○ 平成３０年５月に森林経営管理法が成立し、森林所有者の責務を明確化するとともに、森林所有
者が経営管理できない森林を市町に集積する森林経営管理制度、いわゆる森林バンク制度が
平成３１年４月より開始

10

■ 森林経営管理制度（森林バンク制度）の概要

① 森林所有者に適切な森林の経営管理を促すため責務を明確化
② 森林所有者自らが森林の経営管理を実行できない場合に、市町村が森林の経営管理の委託を受け
③ 林業経営に適した森林は、意欲と能力のある林業経営者に再委託
③′再委託できない森林及び再委託にいたるまでの間の森林においては、市町村が管理を実施

①

②

③

③′

※ ② ③′を森林環境譲与税で実施



森林環境税［令和6年度から課税］

対 象 者 国内に住所を有する個人

税 額 【個人】年額；1,000円

森林環境譲与税［令和元年度から譲与］

譲 与 額 森林環境税の収入額（全額）に相当する額

譲 与 先 市町 及び 都道府県

使 途

市 町：間伐や人材育成・担い手の確保、

木材利用の促進や普及啓発等の森林

整備及びその促進に関する費用

都 道 府 県：森林整備を実施する市町村の支援等

に関する費用

（２）森林の公益的機能 森林環境税・森林環境譲与税

○ 森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律が平成３１年４月に施行され、森林バンク制

度等の市町による森林整備及びその促進に関する施策の財源が措置

11



第1期
（H19～H23）

第2期
（Ｈ24～Ｈ28）

第3期
(H29～Ｈ30）

第3期
（R1～Ｒ3：計画）

手入れ不足人工林の整備
〇

10,550ha
〇

9,500ha
○

300ha/年
―

300ha/年

竹林の除去 ―
〇

（侵入竹）
675ha

〇
（放置竹）
120ha/年

〇
120ha/年

荒廃した里山林における
緩衝帯の整備 ― ―

〇
60ha/年

〇
60ha/年

県産材利用の促
進

― ― ―
〇

（追加）

区分

いしかわ森林環境基金事業

県環境税による整備を継続

国譲与税による整備

県環境税の新たな使途

※ 詳しい内容については、平成30年いしかわ森林環境基⾦評価委員会報告書をご覧ください。
URL：https://www.pref.ishikawa.lg.jp/shinrin/kikaku/documents/h30_hyouka_houkoku.pdf

12

○ こうした状況を踏まえ、令和元年度以降、

・手入れ不足人工林の針広混交林への誘導は、国の森林環境譲与税活用し、森林バンク制度
による市町主体の整備に移行

・手入れ不足人工林の発生を未然に防ぐため、いしかわ森林環境税を財源とした県産材利用
促進対策を新たに追加

（２）森林の公益的機能 いしかわ森林環境税の見直し
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■ 放置竹林の除去

■ 緩衝帯の整備

（２）森林の公益的機能 いしかわ森林環境税を活用した森林の公益的機能の発揮

整備後

整備前

整備後

整備前



（２）森林の公益的機能 いしかわ森林環境税を活用した森林の公益的機能の発揮

14

〇 県産材の需要を拡大させることで、手入れ不足人工林の発生を未然に防ぎ、森林の持つ公益的
な機能の維持増進を図る県産材利用促進対策を実施
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○ 県民共有の財産である森林を県民全体で支えていくためには、森づくり等に対する県民の理解
が必要

○ いしかわ森林環境税の活用した森林環境実感ツアー等の開催を通じて、森づくり等に対する
理解を醸成（H30：16,691人参加）

○ 木づかい運動等の実施により、木を使うことの意義を伝える取組も実施

■ 農林漁業まつり（木育ブース）

■ 森林環境実感ツアーの開催■ 県民みどりの祭典 ■ 県民森づくり大会の開催

（２）森林の公益的機能 森林環境教育と県民参加の森づくり

■ 農林漁業まつり（木づかいブース） ■ ジャパンホームショー
（東京ビックサイト：石川県ブース）
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２ 林業の現状と課題



間伐が遅れた人工林

適切に管理された人工林

再造林
970 

下刈り
870 雪起こし

368 
除伐
168 

枝打ち
273 

保育間伐
187 

利⽤間伐
897 

＜石川県の現状の施業で試算＞
植栽：スギ普通苗2,500本/ha
下刈：2～6年1回ずつ全刈
雪起こし：２年生１回100％

１齢級１回50％
２齢級１回50％

除伐：１回（10年生）
枝打ち：１回（20年生）
保育間伐：１回（25年生）
搬出間伐：２回（40、60年生）

植栽から主伐までに

１ヘクタール当たり

約３７３万円

が必要

◎

×

○ 自然的、社会的条件の良い人工林においては、適切な林業経営による「伐る、使う、植える、育て
る」といった森林資源の循環利用を通じて、公益的機能を発揮

（３）林業経営の現状 林業のサイクル

17
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○ 間伐は、切捨て間伐が減少し、利用間伐に移行

○ 主伐期を迎える中、木材価格の低迷等により主伐・再造林が伸び悩み

（３）林業経営の現状 森林整備の現状
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出典：森林管理課調べ

（ha）

■ 間伐面積と利用間伐搬出材積の推移

切捨て間伐から利⽤間伐へシフト
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○ 県産材供給量は回復傾向にあるものの、県内人工林の年間成長（蓄積増加）量85万m3や

「いしかわ森林・林業・木材産業振興ビジョン２０１１」に掲げる県産材年間供給目標３０

万m3に対し、実績は１４万m3程度に留まる

〇 木材価格が長期的に下落傾向にあり、供給量が漸増する一方、木材算出額は漸減

（３）林業経営の現状 木材生産額

■ 木材産出額と県産材供給量の推移（石川県）

(千万円）

※木材産出額：製材用丸太、輸出用丸太、燃料チップ用丸太の生産額を指す

(千㎥）

出典：農林水産省「林業産出額及び生産林業所得累年統計」



19,726 

15,156 

11,730 

3,628 2,683 2,800 2,622 2,447 2,618 2,517 2,291 2,308 

29,600 
28,200 

21,900 

11,400 11,900 11,800 10,400 10,900 
11,700 10,900 10,600 11,600 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

S50 S60 H7 H17 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

立木価格 原木価格
(円/㎥)

出典（一財）日本不動産研究所 「山林素地及び山元立木価格調」 森林管理課 「木材動向調査」

原木（丸太）価格
（山土場）

原木（丸太）価格（市場）
（11,600円/m3 スギ18㎝上4m）

＋生産経費
（伐採造材・搬出）

＋運搬経費
＋市場手数料等

山元立木価格
（2,308円/m3 スギ）

（スギ18cm上 4.0m）

○ 原木価格の低迷、生産経費や運搬経費等の高止まりによって、山元立木価格が低迷

〇 原木価格は製材工場等の買い手側が決定権を持ち、製品価格からの逆算で決定される傾向

（３）林業経営の現状 木材価格

20
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■全国の地籍調査進捗率

出典：国土交通省「地籍調査Webサイト」

○ 県内の地籍調査（S32～）の進捗率は１５％、林地では４％

〇 森林の境界明確化事業（H22～）の成果と合わせても、境界がわかる森林は１０％に満た
ない状況（人工林では２８％）

（３）林業経営の現状 地籍調査の進捗状況
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■ 石川県における林業就業者数※の推移

（人）

出典：森林管理課 「林業就業者に関する実態調査報告書」

※林業の現場従事者
■ 林業の平均所得（全国状況）

林業 305万円

全産業平均 414万円

■ 全国の林業労働災害の状況
（死傷年千人率）

出典：厚生労働省 「労働災害発生状況」

出典：林業従事者の平均所得（平成25年分）：林野庁「業務資料」
全産業の平均所得（平成25年度分）：国税庁「民間給与実態統計調査」
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Ｈ

２５

Ｈ

２６

Ｈ

２７

Ｈ

２８

Ｈ

２９

林業：31.2 ＞ 全産業：2.2

○ 地域によっては、現場労務の不足が、間伐等の森林整備量の制限要因となっている

〇 林業従事者の年間所得は、全産業平均と比べて１００万円ほど少ない

〇 林業の労働災害発生率は、全産業平均の１０倍以上

（３）林業経営の現状 森林の経営管理
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○ 日本の林業は厳しい地形条件等に起因する「きつい・危険・高コスト」の３Ｋ
○ 国では、３Ｋ林業等からの脱却を図るため、ICT等の活用で資源管理や生産管理を行う

「スマート林業」の取組みや、自動化機械の開発、早生樹等の育種などの技術革新に
よる「林業イノベーション」を推進

（３）林業経営の現状 林業イノベーションの推進

■ 本県における「スマート林業」の取組み

ドローンによる資源量調査の効率化 ICT高性能林業機械による丸太計測の
自動化や仕分け等の効率化

資源量調査 伐採・集材・仕分け

死傷年千人率
林業：31.2 ＞ 全産業：2.2

高い労働災害率 人手・費用のかかる造林

地拵え・造林 29.5人/ha
造林・保育コスト 254万円/ha

低い労働生産性

出典：厚生労働省 「労働災害発生状況」

出典：林野庁
「林業イノベーション現場実装推進プログラム」

主伐：9.5㎥/人
オーストリアでは、

主伐：30～60
㎥/人

■ 日本の林業の現状（３Ｋ林業）

出典：林野庁
「林業イノベーション現場実装推進プログラム」
森林管理課「素材生産事例調べ」
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３ 木材産業の現状と課題



（４）木材の用途
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（５）石川県の木材の流通経路
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農林水産省「木材統計」を基に森林管理課で作成

県産材 45

県外産 13

県産材 31

県外産 261

県産材 50

製材工場（A材） 合板工場（B材） ﾁｯﾌﾟ工場（C材）

県外産

石川県の森林

県外（海外含む）の森林

274

126

20 県外へ

単位：千m3

県内総需要 400

（６）石川県の原木の需要状況の概観（H30)
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